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官の監督責任を認めた事例（広島高判平成 24年 2月 20日判タ 1385号 141頁・金商判 1392号 49頁・
訟月 59巻 3号 717頁：以下「広島高裁判決」とする）2）や，平成 25年に大阪地堺支部において，
家事審判官の監督と成年後見監督人の監督責任が問われ，成年後見監督人たる弁護士の監督責任を

















































6）筆者は，本件に関し，合計 3回の意見書を提出している。第 1回目は，2012年 7月 2日，神戸地方裁判所第 2民
事部 1係提出「任意後見における『専門家のかかわり』の意義」である。第 2回目は，2013年 6月 30日，大阪高



























23年法律第 53号廃止前の家事審判法［以下単に「家事審判法」という。］9条 1項甲類 21号），被
後見人の財産の管理その他後見事務について必要な処分を命じたり（民法 863条 2項，家事審判法
9条 1項甲類 21号），成年後見人の追加的選任をしたり（民法 843条，家事審判法 9条 1項甲類 14
号），共同してまたは事務を分掌して，権限を行使すべきことを定めたり，この定めを取り消した
り（民法 859条の 2第 1項，2項，家事審判法 9条 1項甲類 18号），後見監督人を選任したり（民
法 849条，家事審判法 9条 1項甲類 14号），後見人ないし後見監督人を解任したり（民法 846条，





























































































後見法 2条 1号，家事手続法 217条），任意後見における任意後見監督人の選任は必須事項と言っ
てもよい。ただし，家庭裁判所が職権で任意後見監督人を選任できる場合として，任意後見監督人
が欠けた場合（任意後見法 4条 4項），必要があると認められる場合（任意後見法 4条 5項）がある。
　また，成年後見監督人同様の欠格事由が定められ（任意後見法 5条），後見人の選任にあたって












































































































































































決で引用された最二小判昭和 57年 3月 12日民集 36巻 3号 329頁，訟月 28巻 11号 2071頁，判時




























































































































　　この判決に対する評釈として，山田敢治「損害賠償等請求事件」訟月 60巻 4号 738頁，黒田美亜紀「成年後見
人らによる成年被後見人の預貯金着服と成年後見監督人・家庭裁判所（国）の責任―大阪地堺支判平成 25・3・14
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要　　旨
　本稿は，家庭裁判所及び成年後見監督人および任意後見監督人による後見監督に焦点を当て，その
責任の所在について考察した。まず，3つの主体の責任について論じられた 3つの裁判例を軸に，条
文および裁判例・学説を検討して，それぞれの職務の範囲と責任について論じた。検討の結果，現行
の制度上，3つの主体のいずれも，職務の範囲および責任の所在に曖昧さが残り，その曖昧さが故に，
制度の信頼性につながらず，ひいては利用促進にはそぐわないとの結論を得た。加えて，現在の後見
監督に不足している視点は，本来制度が目指した利用者の視点であることを明らかにした。今後は，
曖昧さを回避するための制度整備および後見監督を担う法人後見の活用を視野に入れた制度運用に
よって，利用者本位の制度となることを目指すべきだという提言を行った。
